
   

令和３年度 学校保健・学校安全に関する通知・通達 
３年３月２日 
事 務 連 絡 

学校保健安全法に基づく児童生徒等の健康診断の実施等に係る対応について 
 新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、令和３年度における学校保健安全法に
基づく児童生徒等の健康診断の実施等について取扱いが示された。 

３年３月 10日 
事 務 連 絡 

学校における麻しん対策について 
 学校において麻しんが一例でも発生した場合には、速やかに対応する必要があるた
め、「学校における麻しん対策について」（平成 31 年３月 18 日付け事務連絡）に基
づき、引き続き適切な対応を依頼する。 

３年３月 16日 
３年６月 18日 
３年９月１日 

３年 10月 25日 
４年１月 20日 
事 務 連 絡 

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第二条第十五項
に規定する指定薬物及び同法第七十六条の四に規定する医療等の用途を定める省令の
一部校正について(施行通知) 
 新たに指定された指定薬物（物質）について周知を図る。 
 

３年３月 30日 
事 務 連 絡 

児童生徒等の健康診断時の脱衣を伴う検査における留意点について 
 プライバシーの保護や男女差等への配慮、併せて、適切、正確な診察や検査等を実
施するなど留意点が示された。 

３年５月６日 
事 務 連 絡 

アドレナリン自己注射薬（エピペン○R ）の処方を受けている児童生徒等の実態調査及
び消防機関との連携について（依頼） 
 学校における食物アレルギー対応において、地域の消防機関と連携を図り、適切に
対応することが必要である。「食物アレルギー対応実態調査」を実施し、地域の消防
機関に情報を伝える等の連携を依頼する。 

３年５月 10日 
 保体第 91号 
企調第 86号  

学校における食物アレルギー対応にかかるヒヤリハットの報告書の提出について（依
頼） 

学校における食物アレルギー対応におけるヒヤリハットの報告書を提出することで実
態を把握し、事故防止の啓発などに生かす。 

３年６月 25日 
 保体第 157号 
企調第 168号  

学校における感染症・食中毒の予防について（依頼） 

感染症・食中毒の多発時期を迎えるにあたり、早期発見、環境衛生の強化、健康教
育及び発生時の措置・報告について周知を図る。 

３年８月 11日 
事 務 連 絡 

香りの配慮に関する啓発資料の活用について（依頼） 
近年、柔軟剤などの香りにより体調不良を訴えるといった相談が増加していること

を踏まえ、ポスター掲示するなど活用を促した。 

３年８月 12日 
事 務 連 絡 

成長曲線・肥満度曲線作成プログラム「子供の健康管理 V4」提供の周知について(お
願い) 
「子供の健康管理 V3」に替わり、「子供の健康管理 V4」が改訂された。 

３年８月 16日 
 事 務 連 絡 

 

「国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針の一部を改正する件」
について（周知） 
「国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針の一部を改正する

件」令和３年８月４日に告示され、「国民の健康の増進の総合的な推進を図るための
基本的な方針」の改訂について 

３年 11月 11日 
事 務 連 絡 

 

高病原性鳥インフルエンザに関する対策等について 
休日等の児童生徒等の野外活動を含め、野鳥との接し方について指導するよう周知

した。 

３年 11月 24日 
事 務 連 絡 

  

今冬の学校におけるインフルエンザ総合対策の推進について 
インフルエンザの予防に万全を期すとともに流行状況の把握に努め、適切に対処す

るよう周知を図る。 

３年 12月９日 
事 務 連 絡 

死亡した野鳥を見つけた時の注意喚起について 
県自然保護課が作成した死亡野鳥を発見したときの対応についてのチラシを周知

し、適切に対応するよう注意喚起をした。 

３年 12月 14日 
事 務 連 絡 

児童生徒等の月経随伴症状等の早期発見及び保健指導等の実施について 
毎年度定期の健康診断を実施する際の保健調査票等に月経を伴う諸症状について記

入する欄を設けるなどし、所見を有する児童生徒等を的確に把握し、健康相談や保健
指導を実施したり、必要に応じて産婦人科医への相談や治療につなげたりするよう周
知した。 

 

資料１ 



令和3年3月12日 令和３年春の全国交通安全運動の実施について（依頼）
保体第382
企調第701

令和3年3月16日 融雪出水期における防災態勢の強化について（依頼）
保体第383

令和3年4月15日 児童生徒等の通学時の安全確保について（依頼）
事務連絡

令和3年5月7日 水泳等の事故防止について（通知）
保体第82号
学振第75号

令和3年5月11日 熱中症事故の防止について（依頼）
事務連絡

令和3年5月25日 学校環境における工作物及び機器等の安全点検について（依頼）
教企第446号

保体118号

令和3年5月26日 「学校事故対応に関する指針」に基づく適切な事故対応について（通知）
事務連絡

令和3年6月1日 令和３年度総合防災訓練大綱について（依頼）
保体第122号
学振第120号

令和3年6月10日 「学校における熱中症対策ガイドライン作成の手引き」の活用について
「学校の『危機管理マニュアル』等の評価・見直しガイドライン」の活用について

事務連絡

令和3年6月25日 学校における避難確保計画作成の徹底及び避難の実効性確保について
保体第161号
学振第169号

令和3年7月12日 通学路における合同点検の実施について（依頼）

保体第187号
学振210号

令和3年9月2日 令和３年秋の全国交通安全運動の実施について（依頼）
保体第239号
学振第309号

令和3年8月20日 令和３年度「防災週間」及び「津波防災の日」について（依頼）
保体第227号

令和3年10月4日 緊急地震速報の訓練の実施等について（依頼）
事務連絡

令和3年11月30日
「認定こども園、幼稚園、保育所、小学校等における危機管理（不審者侵入時の対応）
の徹底について

事務連絡

令和4年2月4日 「学校における熱中症対策ガイドライン作成の手引き」の活用について（依頼）
事務連絡

令和4年2月18日 学校に設置している遊具の点検等について
事務連絡

令和３年の水防法及び土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法
律の一部を改正し、要配慮者利用施設の所有者又は管理者が作成した避難確保計画につ
いて、報告を受けた市町村が当該学校管理者等に必要な助言又は勧告することができ
る。また、避難確保計画に基づく避難訓練の実施した場合には、市町村長に対して、訓
練結果の報告が義務づけられた。これと同時に、災害対策基本法についても一部を改正
し、避難勧告と避難指示が避難指示へ一本化されたことの周知を図る。

大綱の趣旨を踏まえ実践的な訓練を実施するよう周知を図る。

６月28日千葉県八街市の児童５人死傷交通事故をうけて、平成25年12月６日「通学路の
交通安全の確保に向けた着実かつ効果的な取組の推進について」（文部科学省、国土交
通省、警察庁）に基づき、各市町村で実施している「交通安全プログラム」を活用し点
検を行うことを依頼する。

児童生徒等に対する交通安全教育の推進、自転車等の安全な利用等、交通安全教育の推
進を図る。

今後の融雪出水期において、気温の上昇に伴う雪崩及び落雪の発生、融雪に伴う出水に
よる河川の氾濫及び土砂災害が発生する恐れがあるため、地域の関係機関等と連携を図
り、通学路の安全確保に一層努めていただくなど、防災態勢の強化を図る。

水泳等の事故防止のため、地域の実情に即した適切な措置を取り安全管理の徹底を図る
とともに、プールの利用については学校における衛生管理と安全管理の徹底を図る。

熱中症等による事故を未然に防止するため、運動部活動以外の部活動、屋内での授業中
においても、また、湿度等その他の条件を踏まえ、適切な措置を講ずる。４月28日から
「熱中症警戒アラート」運用開始

学校教育活動再開に際しては、児童生徒等の環境の変化や特に通学に不慣れな小学校第
１学年の通学中の安全確保について十分配慮を図る。

倒壊や落下等により重大な事故につながる恐れのある工作物及び機器等について点検す
べき対象を今一度把握し、安全点検を実施するとともに、学校の安全確保に万全を期す
ように周知を図る。

「学校事故対応に関する指針」に基づく事件・事故災害の未然防止とともに、事故発生
時の適切な対応や事故発生後の速やかな調査・検証等の実施について周知を図る。

具体的な熱中症の予防措置や熱中症発生時の対応が記載されており、危機管理マニュア
ルの見直し・改善を行う際などに活用を図る。また、「学校の『危機管理マニュアル』
等の評価・見直しガイドライン」の活用についての周知を図る。

児童生徒等に対する交通安全教育の推進、自転車等の安全な利用等、交通安全教育の推
進を図る。

「防災週間」及び「津波防災の日」の周知と、実情に応じた行事をし、学校における防
災教育の充実、防災体制の徹底に十分配慮することを依頼する。

防災教育の観点から緊急地震速報を活用した訓練は、極めて有意義であることから、積
極的に訓練の実施を依頼する。

11月９日宮城県登米市のこども園に刃物を持った男が侵入する事件の発生をうけて、危
機管理（不審者侵入時の対応）を徹底し、児童（園児）の安全確保に向けた一層の取組
の周知する。

令和３年６月10日付け事務連絡の再依頼。令和３年10月における文部科学省･環境省･気
象庁が実施した教育委員会に対する「「熱中症対策」等に関するアンケート」の回答に

学校に設置している遊具の安全点検の着実な実施等により、学校の安全確保に向けた一
層の取組を周知する。



令和３年度 新型コロナウイルス感染症に関する通知・通達 
３年２月 16日 

 
３年３月３日 
３年３月９日 
３年３月 23日 
３年４月５日 
３年４月 13日 
３年４月 22日 
事 務 連 絡 

新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針の変更等について（周知） 
２月 12日に基本的対処方針が変更 
２月 26日に基本的対処方針が変更 
３月５日に基本的対処方針が変更 
３月 18日に基本的対処方針が変更 
４月１日に基本的対処方針が変更 
４月９日に基本的対処方針が変更 
４月 16日に基本的対処方針が変更 

３年２月 22日 
 
 

３年３月 26日 
３年５月 19日 
３年６月 15日 
３年 10月４日 
４年２月 28日 
事 務 連 絡 

新型コロナウイルス感染症に対策した小学校、中学校、高等学校及び特別支援
学校等における教育活動の実施等に関するＱ＆Ａの更新について 
（２月 19日更新） 
（３月 24日更新） 
（５月 18日更新） 
（６月 14日更新） 
（10月１日更新） 
（２月 24日更新） 

３年２月 22日 
保体第 367号 
企調第 656号 

新型コロナウイルス感染症に対応した持続的な学校運営のためのガイドライン
の改訂について（通知） 
 感染者等が発生した場合や児童生徒等の出席等に関する対応や臨時休業の実
施の考え方、やむを得ず学校に登校できない児童生徒への学習指導等について
改訂された。 

３年３月 30日 
 事 務 連 絡 

新型コロナウイルス感染症に関する報告対象の変更について 
 これまで聴取票等より報告してもらっていたものについて、感染状況等を踏
まえ、見直しを図った。 

３年４月２日 
事 務 連 絡 

新型コロナウイルス感染症患者発生時の対応マニュアル＜県立学校版＞の改訂
（Ver.４）について 
 県教育委員会への報告対象の一部変更、令和３年４月 1日から受診・相談セ
ンターの連絡先が変更したことを反映 

３年４月７日 
事 務 連 絡 

新型コロナウイルス感染症の感染者等に対する差別や偏見の防止について 
 各学校において、新型コロナウイルス感染症等に関する適切な知識をもとに、
発達段階に応じた指導を行うなど、差別や偏見が生じないように十分配慮する
よう依頼した。 

３年４月 14日 
保体第 46号 
企調第 65号 

新型コロナウイルス感染症対策の徹底について（通知） 
 富山アラートが発令されたことを受けて、改めて感染症対策の徹底について
通知した。 

３年４月 15日 
保体第 52号 
企調第 77号 

学校外での活動における新型コロナウイルス感染症対策の徹底について（通知） 
 児童生徒等の保護者等に対し、家庭内や学校外での活動におけて３密を避け
るなど保護者あて通知文書例を添付し、活用するように通知した。 

３年４月 15日 
保体第 69 号 
県第 113号 

新型コロナウイルス感染症対策の更なる徹底について（通知） 
 ４月 23日から、県独自の警戒レベルを「ステージ２」に引き上げることを受
けて、通知した。 

３年４月 26日 
 
 

３年５月 10日 
３年５月 17日 
３年５月 25日 
３年５月 31日 
３年６月 14日 
３年６月 21日 
３年７月 12日 
３年８月３日 
３年８月 11日 
３年８月 19日 
３年８月 27日 
事 務 連 絡 

新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言を踏まえた小学
校、中学校及び高等学校等における新型コロナウイルス感染症への対応に関す
る留意事項ついて 
５月７日に基本的対処方針が変更 
５月 14日に基本的対処方針が変更 
５月 21日に基本的対処方針が変更 
５月 28日に基本的対処方針が変更 
６月 10日に基本的対処方針が変更 
６月 17日に基本的対処方針が変更 
７月８日に基本的対処方針が変更 
７月 30日に基本的対処方針が変更 
８月５日に基本的対処方針が変更 
８月 17日に基本的対処方針が変更 
８月 25日に基本的対処方針が変更 

  



３年４月 30日 
事 務 連 絡 

「学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル～「学
校の新しい生活様式」～（2021.4.28 Ver.6）」の改訂について 
学校衛生管理マニュアルを改訂し、学校関係者の感染状況のデータやその分

析結果を更新した他、変異株に係る知見及び対策等が追記された。 
３年５月 17日 
事 務 連 絡 

「学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル～「学
校の新しい生活様式」～（2021.4.28 Ver.6）」の一部追記について 
令和３年４月 28 日に発出した学校衛生管理マニュアル（Ver.6）について、

亜塩素酸水の取扱いに関する内容が追記された。 
３年５月 20日 
事 務 連 絡 

 
 

新型コロナウイルス感染症等により登校できない児童生徒等の出席等の取扱い
について（周知） 
 新型コロナウイルス感染症等により登校できない児童生徒の出席等の取扱い
に関して、関連する各種通知をその対象者や要件を整理した資料とともに再度
周知した。 

３年５月 25日 
保体第 112 号 
県第 201号 

新型コロナウイルス感染症対策の更なる徹底について（通知） 
 ５月 21日に「富山県感染拡大特別警報」が発出されたことを受けて、感染症
対策の更なる徹底について通知した。 

３年５月 31日 
事 務 連 絡 

「学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル～「学
校の新しい生活様式」～（2021.4.28 Ver.6）」の一部修正について 
令和３年４月 28 日に発出した学校衛生管理マニュアル（Ver.6）について、

亜塩素酸水の取扱いに関する内容を一部修正された。 

３年６月３日 
事 務 連 絡 

新型コロナウイルス感染症患者発生時の対応マニュアル＜県立学校版＞の改訂
（Ver.５）について 
 新型コロナウイルス感染・濃厚接触に係る対応フロー図（資料）等を改訂、
変異株に関する資料を追加した。 

３年６月 18日 
事 務 連 絡 

感染拡大地域における濃厚接触者の特定等の協力について 
 感染拡大地域における濃厚接触者の特定等について、学校において感染者が
発生した際には、保健所とよく連携し、必要に応じ、濃厚接触者の特定等に協
力するよう依頼した。 

３年６月 22日 
事 務 連 絡 

新型コロナウイルス感染症に係る予防接種を生徒に対して集団で実施すること
についての考え方及び留意点等について 
 予防接種を生徒に対して集団で実施することについての考え方及び留意点等
について周知した。 

３年６月 25日 
事 務 連 絡 

生徒等の新型コロナワクチン接種及びワクチン接種後の体調不良に関する指導
要録上の取り扱いについて（通知） 
 指導要録上、出席停止として取り扱うことができることを通知した。 

３年７月９日 
事 務 連 絡 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止のための健康観察アプリについて（周知） 

 内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室から民間事業者等が開発・提
供している健康観察アプリの紹介があり、周知した。 

３年７月 12日 
事 務 連 絡 

小学校、中学校及び高等学校等における夏季休業に向けた新型コロナウイルス 
感染症対策の徹底について 
 夏季休業を迎えるに当たり、感染症対策について留意すべき事項等、対策の徹 
底について依頼した。 

３年７月 21日 
事 務 連 絡 

夏休み期間中における留意事項について（周知依頼） 
 感染症対策分科会会長から公表された夏休み期間中における留意事項を示し
たもの。 

３年８月４日 
保体第 209号 
県第 344号 

新型コロナウイルス感染症対策の更なる徹底について（通知） 
県独自の警戒レベルが８月５日に「ステージ２」に引き上げられたことを受け 

て通知した。 
３年８月 16日 
保体第 219号 
県第 361号 

新型コロナウイルス感染症対策の更なる徹底について（通知） 
 県独自の警戒レベルが８月 16日に「ステージ３」に引き上げられたことを受 
けて通知した。 

３年８月 20日 
事 務 連 絡 

小学校、中学校及び高等学校等における新学期に向けた新型コロナウイルス 
感染症対策の徹底等について 
 新学期を迎えるに当たり、感染症対策について留意すべき事項等、対策の徹底 
について依頼した。 

３年８月 25日 
保体第 234号 
県第 379号 

県立学校における夏季休業期間の延長について（通知） 
 県立学校の夏季休業期間を９月 12日まで延長し、２学期の始業日を９月 13 
日としたことを通知した。 



３年８月 30日 
事 務 連 絡 

学校で児童生徒や教職員の新型コロナウイルスの感染が確認された場合の対応 
ガイドラインの送付について 
緊急事態宣言対象地域等に指定された状況下において、学校で児童生徒等や 

教職員の感染が確認された場合の対応ガイドラインを取りまとめたものを周知
した。 

３年９月９日 
保体第 255号 
県第 399号 

県立学校における２学期の始業について（通知） 
 県内での新規感染者が減少傾向にあることから、本県に対するまん延防止等 
重点措置の適用が９月 12日をもって解除されるため、９月 13日から２学期を 
始業することとした。 

３年９月 13日 
事 務 連 絡 

新型コロナウイルス感染症等により登校できない児童生徒等の出席等の取扱い 
について（周知） 
 新型コロナウイルス感染症等により登校できない児童生徒等の出席等の取扱 
いに関して、その対象者や要件を整理した資料が更新された。 

３年９月 24日 
保体第 270号 
県第 419号 

新型コロナウイルス感染症対策の更なる徹底について（通知） 
 ９月 27日から県独自の警戒レベルが「ステージ２」に引き下げられることを 
受けて通知した。 

３年９月 29日 
事 務 連 絡 

新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言等の終了を踏まえ
た小学校、中学校及び高等学校等における新型コロナウイルス感染症への対応
に関する留意事項ついて 
９月 28日に「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」が変更され、

緊急事態宣言やまん延防止等重点措置が終了した。 
３年 10月１日 
保体第 278号 
県第 436号 

新型コロナウイルス感染症対策の更なる徹底について（通知） 
 10月４日から県独自の警戒レベルが「ステージ１」に引き下げられることを 
受けて通知した。 

３年 11月８日 
事 務 連 絡 

新型コロナワクチン接種証明の利用に関する基本的考え方について（周知） 
 新型コロナウイルス感染症対策本部において、新型コロナワクチン接種証明 
の利用に関する基本的考え方が決定された。 

３年 11月 22日 
事 務 連 絡 

新たな「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」の決定について 
 11月 19日に基本的対処方針が決定された。 

３年 11月 24日 
事 務 連 絡 

「学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル～「学
校の新しい生活様式」～2021.11.22 Ver.７）」」の改訂について 
学校衛生管理マニュアルを改訂し、学校関係者の感染状況のデータやその分

析結果を更新したほか、抗原簡易キットやマスク、新型コロナワクチン等に係る
知見等を追記された。 

３年 12月 13日 
事 務 連 絡 

「学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル～「学
校の新しい生活様式」～2021.11.22 Ver.７）」」の一部修正について 
11 月 22 日に発出した学校衛生管理マニュアル（Ver.7）について、次亜塩素

酸水の取扱いに関する内容を一部修正された。 
３年 12月 21日 

事 務 連 絡 
新型コロナウイルス感染症に係るＰＣＲ等検査無料化事業について（周知） 
 本県においても PCR 等検査無料化事業の開始に伴い、県庁ホームページを紹
介した。 

３年 12月 24日 
保体第 341号 
県第 563号 

新型コロナウイルス感染症対策の徹底について（通知） 
 年末年始を控え、県外からの帰省者など普段会わない人との交流が増加する 
ことを踏まえ、感染症対策の徹底を通知した。 

４年１月７日 
事 務 連 絡 

新型コロナウイルスの懸念される変異株、オミクロン株に対応した学校におけ
る感染症対策に係る留意事項について 
 懸念される変異株についても従来と同様の感染予防策が推奨されるなど、オ 
ミクロン株に対応した感染症対策に係る留意事項について周知した。 

４年１月７日 
事 務 連 絡 

新型コロナウイルス感染症対策の徹底について（通知） 
 １月７日に新型コロナウイルス感染拡大警報（富山アラート）が発出されたこ 
とを受けて、感染症対策を徹底するよう通知した。 

４年１月 11日 
 

１月 20日 
１月 26日 
２月３日 
２月 14日 
２月 22日 

事 務 連 絡 

新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針の変更について 
 １月７日に基本的対処方針が変更 
 １月 19日に基本的対処方針が変更 
 １月 25日に基本的対処方針が変更 
 ２月 13日に基本的対処方針が変更 
 ２月 10日に基本的対処方針が変更 
 ２月 18日に基本的対処方針が変更 
  



４年１月 13日 
事 務 連 絡 

学校で児童生徒等や教職員の新型コロナウイルスの感染が確認された場合の対
応ガイドラインの再周知等について 
 緊急事態宣言対象地域等に指定された状況下において、学校で児童生徒等や 
教職員の感染が確認された場合の対応ガイドラインを取りまとめたものを周知 
した。 

４年１月 18日 
保体第 364号 
県第 604号 

児童生徒等及び教職員等に新型コロナウイルス感染症が発生した場合の対応に
ついて 
 濃厚接触者の出席停止期間について「２週間（オミクロン株患者の濃厚接触者 
については 10日間）」として運用することになる。 

４年１月 18日 
事 務 連 絡 

「新型コロナウイルス感染症の感染急拡大が確認された場合の対応について」
の周知について 
 オミクロン株患者の濃厚接触者の待機期間を 10日間に変更となったことを示 
した。 

４年１月 20日 
保体第 365号 
県第 611号 

新型コロナウイルス感染症対策の更なる徹底について（通知） 
 県内の学校で学級内でのクラスターが発生したことを受けて通知した。 

４年１月 24日 
保体第 368号 
県第 612号 

新型コロナウイルス感染症対策の更なる徹底について（通知） 
 １月 25日から県独自の警戒レベルを「ステージ２」に引き上げられたことを 
受けて通知した。 

４年１月 31日 
事 務 連 絡 

新型コロナウイルス感染症の積極的疫学調査の重点化に対する受験生への配慮
について 
 受験機会が失われることを鑑み、この場合に限り PCR検査が行えるようにな
ったこと、その取扱い手続きについて周知した。 

４年２月１日 
事 務 連 絡 

「新型コロナウイルス感染症の感染急拡大が確認された場合の対応について」
の周知について 
濃厚接触者の出席停止期間が 10日間から７日間に変更になったことを周知

した。 
４年２月２日 
保体第 380号 
県第 632号 

県立学校における新型コロナウイルス感染症に対する措置等の変更について
（通知） 
 オミクロン株の影響もあり、厚生センター業務がひっ迫していることから、 
積極的疫学調査の重点化を図ることを受けて通知した。 

４年２月３日 
事 務 連 絡 

学校で児童生徒等や教職員の新型コロナウイルスの感染が確認された場合の対
応ガイドラインのオミクロン株に対応した運用に当たっての留意事項について 
学級閉鎖の機関の目安を５日程度とするなど、オミクロン株に対応した運用

に当たっての留意事項を示した。 
４年２月７日 
事 務 連 絡 

オミクロン株に対応した学校における新型コロナウイルス感染症対策の徹底に
ついて 
オミクロン株に係る知見など現下の状況を踏まえ、学校における感染症対策

で特に取り組んでいただきたい事項等をまとめたもの。 
４年２月８日 
事 務 連 絡 

県立学校における新型コロナウイルス感染症対策の更なる徹底について（通
知） 
 部活動、特に室内の限られた空間で活動する場合は、さらに慎重に対応する 
ように通知した。 

４年２月 15日 
事 務 連 絡 

新型コロナウイルス感染症における出席停止の連絡票の変更について 
科学的所見に基づき、療養解除基準が変更されたことを受けて、様式を変更

した。 
４年２月 18日 
事 務 連 絡 

新型コロナウイルス感染症（疑い）発生に関する報告書等の提出方法等の変更
について 
県教育委員会への報告について見直した。 

４年２月 18日 
保体第 398号 
生学第 536号 
県第 657号 

県立学校における新型コロナウイルス感染症対策の更なる徹底の遵守について
（通知） 
 部活動や昼休み時間における会話において複数の感染者が同時に発生する案 
件が起きていることから更なる徹底を通知した。 

４年２月 22日 
事 務 連 絡 

新型コロナウイルス感染症に係る予防接種の幼児児童生徒に対する実施につい
ての学校等における考え方及び留意事項等について 
 学校等集団接種に関する考え方など、学校等における考え方及び留意点等を
取りまとめた。 

 

 


